
甲第婦号証岬

総務省【報道資料〕

報遵翼料 翻羅霧省
剛く：繍朧臨撒観～倒γ5

平成17年工0・月20日

「住民基本台帳σ）閲覧制度等のあり方に関ずる検酎会報皆書」グ）公裏

　総務省では、平成17年5月から、　「住民基本台帳の閲覧制度等のあり方に関する検討会j　（座長1堀部政男　中央大学大学

院法務研究科教授〉を開催し、住民基本台帳の一部の写しの閲覧制度及び住民基本台帳に基づいて調製される選挙人名簿の抄本

の閲覧制度のあり方等にっいて検討を行ってきました。

　二のたび、本検討会において、別添のとおり「住民基本台帳の閲覧制度等のあり方に関する検討会報告書（以下「報告書Jと

いいます．）」を取りまとめましたので、公表します。
　なお、本報告書の取りまとめに当たり、国民の皆様から広くご意見を募集したところであり、その際に寄せられたご意見の概

要についても併せて公表します。

騒魏帳｝よ鞠42年の住民基本台帳法串1定時から、住所を公証する齢公1として原貝り公開とさ礼閲覧常1度が

設けられてきました。その後、個人情報保護の観点から、昭和60年及び平成工1卑の改正により・閲覧の対象を氏名、住所、

性別及び生年月日からなる台帳の一部の写しに限定するとともに、不当な目的によることが明らかなとき又は不当な目的に使用

されるおそれがある場合等には閲覧の請求を拒否できることとする制度的整備が行われました。

　閲覧制度は、現在、行政機関等の職務上の請求のほか、世論調査、学術調査、市場調査等に幅広く利用されているところです

が、一方で、社会経済情勢の変化や個人情報保護に対する意識の高まりなどから、その見直しを求める意見が寄せられていると
ころです。

　本検討会では、これらを踏まえ、住民基本台帳の一部の写しの閲覧制度及び住民基本台帳に基づいて調製される選挙人名簿の

抄本の閲覧制度のあり方等について、本年5月から9回にわたり検討を得ってきました。

　二の間、9月22日（木）から王0月6日（木）まで、報告書（素案〉に対するご意見を広く国民の皆様から募集し、合計7

3件のご意見をいただきました。第8回検討会（10月7日（金））では、寄せられたご意見も踏まえて議論を行い、第9回検

討会（10月20日（木）〉において最終報告書を取りまとめたものです。

　報告書は別添エ（PDF）のとおり、また、報告書（素案）に対して寄せられたご意見の概要は別添2（PDFlのとおりです。

　なお・上記資料及び報告書の参考資料については・準備が整い次第・総務省ホームページーのr報道資
料」欄及び電子政府の総合窓口［e－G　o　v］魎鋤の「パブリックコメント」欄に掲載することとします。

【連絡先】

住民基本台帳の閲覧制度について

自治行政局市町村課

担当　　　1　阿部理事官、西野主査

電話

F　AX

（イ紀表）

03－5253－5111
　　　　　　（内線：5516）

（直通〉03－5253－5516

D3－5253－5520

選挙人名簿の抄本の閲覧制度について

自治行政局選挙部選挙課

主旦当　　　　　：　　　笠置課長補佐、　ノゴ、林係長

電話

FAX

（代表）03－5253－51U
　　　　　　（内線15568）
（直通）03－5253－5568

03－5253－5569

参考資料（PDF）

資搬　　住民基本台帳の閲覧制度等のあり方に関する検討会開催要領
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齪　　検討会の審罎経過

鯉　　報告書の概要

（住民基本台帳の閲覧制度関係）
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住民基本台帳の閲覧制度に係る改正経緯

住民基本台帳法の目的とその改正経緯

住民基本台帳法に基づき閲覧の請求を拒否できる場合

住民基本台帳の一部の写しの閲覧制度に関する調査結果（概要）

個人情報保護に関する世論調査（内閣府　抜粋）
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ヒアリング結果概要く住民基本台帳関係）

諸外国における住民登録制度について
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選挙人名簿の縦覧及び閲覧制度の変遷について

選挙人名簿抄本の閲覧制度に関する調査結果（概要）
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甲第嚥号証齢2、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料6

　　　　　　　住民基本台帳の閲覧制度に係る改正経緯

1　　住民登録5去　（昭和26年6月81ヨ法律第218号）

　○　何人でも、住民票の閲覧を請求できるとされていた。

　　　（閲覧、謄本、抄本、証明）

2　住民基本台帳法（昭和42年7月25日法律第8て号〉

　（1）法制定時

　○　基本的に何人でも市町村長に対して住民基本台帳の閲覧を請求できると

　　されていた。

　　　（住民基本台帳の閲覧〉

（2）昭和60年法律第76号による改正

○請求者に、閲覧を請求する理由を具体的に明らかにする二ととされた。

○請求が不当な目的によることが明らかなとき又は閲覧により知り得た事項

　を不当な目的に使用されるおそれがあることその他の当該請求を拒むに足

　りる相当な理由があると認めるときぱ、当該請求を拒むことができること

　とされた。

○閲覧の対象を、住民基本台帳の写し又は住民票の記載事項のうち一部のみ

　を記載した住民基本台帳の一部の写し（注）に代えることができることと

　された。

　〈注）住民基本台帳の一部の写しの記載事項は、政令で、氏名、出生の年月日、男

　　女の別、住所の4事項とされた。



　（住民基本台帳の閲覧）

第十一条　何人でも、市町村長に対し、住民基本台帳の閲覧を請求することがi

　できる。

2　前項の請求は、請求事由その他自治省令で定める事項を明らかにしてしなi

　けれぱならない。ただし、自治省令で定める場合には・二の限りでない。

3　市町村長は．第一項の講求に対し、政令で定めるところにより、住民基本i

　台帳に代えて、住民基本台帳又はその一部の写し（第六条第三項の規定によi

　り磁気テープをもつて住民票を調製することにより住民基本台帳を作成してi

　いる市町村にあっては、当該住民基本台帳又はその一部に記録されている事：

　項を記載した書類。第四十四条において同じ。）を閲覧に供することができ1

　る。

4　市町村長は、第一項の講求が不当な目的によることが明らかなとき又は住1

　民基本台帳の閲覧により知り得た事項を不当な目的に使用されるおそれがあi

　る二とその他の当該請求を拒むに足りる相当な理由があると認めるときは、

　当該請求を拒むことができる。

（3）平成11年法律第133号による改正

○閲覧の対象を、住民基本台帳の一部の写し（氏名、

別、住所の4事項）に限る二ととされた。

出生の年月日、男女の

　（住民基本台帳の一部の写しの閲覧）

第十一条　何人でも、市町村長に対し、当該市町村が備える住民基本台帳のうi

　ち第七条第一号から第三号まで及び第七号に掲げる事項（同号に掲げる事項i

　については、住所とする。以下この項において同じ。）に係る部分の写し（第1

　六条第三項の規定により磁気ディスクをもつて住民票を調製することによりi

　住民基本台帳を作成している市町村にあつては、当該住民基本台帳に記録さi

　れている事項のうち第七条第一号から第三号まで及び第七号に掲げる事項をi

　記載した書類。以下この条及び第五十条において「住民基本台帳の一部の写i

　し」という。）の閲覧を請求する二とができる。

2　前項の請求は、請求事由その他総務省令で定める事項を明らかにしてしなi

　ければならない。ただし、総務省令で定める場合には、この限りでない。

3　市町村長は、第一項の請求が不当な目的によることが明らかなとき又は住1

　民基本台帳の一部の写しの閲覧により知り得た事項を不当な目的に使用されi

　るおそれがあることその他の当該請求を拒むに足りる相当な理由があると認1

　めるときは、当該請求を拒むことができる。



甲第％号証確

資料7

住民基本台帳法の目的

第一条　この法律ば、市町村（特別区を含む。以下同じ。）において、住

　民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住民に関する事務の処

　理の基礎とするとともに住民の住所に関する届出等の簡素化を図り、あ

　わせて住民に関する記録の適正な管理を図るため、住民に関する記録を

　正確かつ統一的に行う住民基本台帳の制度を定め、もつて住民の利便を

　増進するとともに、国及び地方公共団体の行政の合理化に資することを

　目的とする。

○住民の居住関係の公証
　住民の住所、世帯等の居住関係が法律上あるいは各種の行政事務処理上重要
な意義を有することが少なくなく、住民がこれらの証明を必要とすることから、

これに応えるため、住民の住所、住所の異動その他住所に関する事項、世帯等

住所に関係ある生活関係のほか、住民個人の同一性を明らかにする氏名、生年

月日、男女の別、世帯主との続柄、戸籍の表示等住民の居住関係を公に証明す
ることをいう。

○住民の利便の増進

　住民の日常生活上、住所、世帯等の居住関係について公の証明を必要とする。

　取引の相手方の確認、同居の家族の確言忍、世論調査等に役立っ。

○国及び地方公共団体の行政の合理化
　　（国及び都道府県の責務）

　第二条　国及び都道府県は、市町村の住民の住所又は世帯若しくは世帯主の

　　変更及びこれらに伴う住民の権利又は義務の異動その他の住民としての地

　　位の変更に関する市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。〉その他の

　　市町村の執行機関に対する届出その他の行為（次条第三項及び第二十一条

　　において「住民としての地位の変更に関する届出」と総称する。）がすべ

　　て一の行為により行われ、かつ、住民に関する事務の処理がすべて住民基

　　本台帳に基づいて行われるように、法制上その他必要な措置を講じなけれ

　　ばならない。

　　　（市町村長等の責務〉

　第三条　（略）

　2　市町村長その他の市町村の執行機関は、住民基本台帳に基づいて住民に

　　関する事務を管理し、又は執行するとともに、住民からの届出その他の行

　　為に関する事務の処理の合理化に努めなけれぱならない。



住民基本台帳法の目的規定（第1条）の改正経緯

住民登録法（昭和二十六年法律第二百十八号）

第一条　この法律は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）においてその住民を登録する

　ことによつて、住民の居住関係を公証し、その日常生活の利便を図るとともに、常時人

　口の状況を明らかにし、各種行政事務の適正で簡易な処理に資することを目的とする。

住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）

（昭和60年法律第七十六号による改正前）

第一条　この法律は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）において、住民の居住関係の

　公証、選挙人名簿の登録その他の住民に関する事務の処理の基礎とするとともに住民の

　住所に関する届出等の簡素化を図るため、住民に関する記録を正確かつ統一的に行なう

　住民基本台帳の制度を定め、もつて住民の利便を増進し、あわせて国及び地方公共団体

　の行政の合理化に資することを目的とする。

↓

（昭和6Q年法律第七十六号による改正後）

第一条　この法律は、市町村（特別区を含む。以ト同じ。）において、住民の居住関係の

　公証、選挙入名簿の登録その他0）住民に関する事務の処理の基礎とするとともに住民の

　住所に関する届出等の簡素化を図り、あわせて住民に関する記録の適正な管理を図るた

竺、住民に関する記録を正確かつ統一的に行う住民基本台帳の制度を定め、もつて住民

の利便を増進するとともに、国及び地方公共団体の行政の合理化に資することを目的と

する。



1　住民登録法の目的

　（r改訂　住民登録法群解」（平賀健太・阿川清道共著）から抜粋〉

住民登録制度の内容をなすものは、市町村の住民を公簿に登録し、これを住民の居住

関係を公に証明する資料たらしめることである。　　住民の居住関係を公証すること

によって、一方においては住民の日常生活の利益を図るとともに、他方においては各種

行政事務、ことに市町村の行政事務の適正簡易化を図るというのが住民登録制度の目的

である。

　本条は、単なる抽象的な法律の目的の宣言規定でぱなく、蚤塑閣は人の住所そ

の他居住関係についてぱ本制度による登録の結果を事実認定の資料として使用すること

ができる旨を明らかにするとともに、行政事務の適正．易な実施ということが行政運営

上もっとも重要なことがらである以上、各種行政機　に対して、この制度を尊重し、っ

とめてこの制度を行政事務の実施にあたつて利用すべき義務　課した実質的に意昧のあ

る規定といわなくてぱならない。

　本条にr住民』というのは、地方自治法第一〇条に「市町柑の区域内に住所を有する

者は、当該市町村及びこれを包括する都道府県の住民とする。』という住民と同一のも

のであり、『市町村の区域内に住所を有する者jをさしている。そして右に1いうr住所」

は．後にのべるように民法第二一条に規定される「各人の生活の本拠』に外ならない。

　住民登録制度は市町村の住民を住民票に登録することによって、住民の居住関係を公

証することを直接の任務としている。ここに居住関係というのは、住民個人の現在の住

所の所在だけでなく、住所の異動、住所の期間など直接住所に関連する事項はもとより、

同一の住所において共同に生活を営む者の範囲、すなわち世帯の構成など住所と関係の

ある生活関係をふくみ、さらにこれらの生活関係の主体である住民個人の同一性を明ら

かにする氏名、出生の年月日、男女別、その属する戸籍の表示なども含まれる（法四条

参照〉。これらの居住関係は届出または市町村の職権によつて住民票に記載されるので

あるが（法五条）、住民票の記載ぱ戸籍と関連をもち（法九条・十六条〉、鑓

村の当該吏員は住民票の記載事項となつている事項については事実の調査権を有するの

であるから（法三一条）、住民票の記載は事実に合致するものとしての強い推定を受け

る。しかして住民票は市町村が法律によつて与えられた権限にもとづき地方公共団体と

しての資格において作製するものであるから、それぱ布町村の住民の居住関係を公に証

明する公正証書といわなければならない。

　住民票が布町村によつて公に作製される公正言正逮であり、その記載が事実に合致する

との強い推定を受ける以上、各種行政機関はその行政事務の処理上住民票の記載事項と

なつている事実については、住民票の記載だけによつてこれを認定することができるの

はもとよリ、裁判所もこれを事実認定のための証拠として採用してさしっかえないわけ

である。のみならず、さきにのべたとおり第一条は住民登録制度の目的が各種行政事務

の適正簡易化にあることを明言しているのであるから、法律は行政機関に対しては住民

票の記載を行政事務の適正簡易な処理のための事実認定の資料として尊重し、利用すべ

きことを命じていると解すべきである。

　住民票には、住民の氏名、出生の年月日、性別、本籍などが記載される（四条）。こ

れらの事項はいずれも個人を特定するための最小限の事実であるが、各人の日常生活の



面においてはこれらの事項を証明する必要に迫られることがすくなくない。従来におい

てはこのような場合には戸籍謄本又は抄本を用いたのであるが．住民票の記載は戸籍と

対照されることとなつているので（一六条）、上記の諸事項に関してぱ住民票は戸籍の

代用としての効用をもつている。

　住民登録の本来の効用は戸籍その他の諸公簿をもつてば証明のできない住民各人の住

所の所在、その期間、住民たる資格、世帯の構成など現実の居住関係にもとづく諸事実

を住民票によつて簡易に証明することができるという点である。地方自治法その他の法

令は、地方公共団体の住民たる資格にもとづいて生ずる各種の権利義務を規定している。

また住所や世帯の構成（たとえば同居者かど需かの別〉も、一般に公法一
々の面において各人の法律上の地位に重大な，、義をもつている。しかるに二れらの住民

資格、住所、世帯の構成などの証明は、もし二れらを登金・公証する制度が法希し上確立さ

れていないとするならば、事実上はなはだしく困難となり、簡易迅速にその目的を達す

って、このことがとりもなおさず住民　人にとつての大きな利便となるのである。

住民登録法にもとづく住民票は、単に行政事務処理の便宜上　人の所在を明らかにす

るために作製される布町村内部の書類というだけにとどまるのではなく、これは一般に

公開せられ、　　二れに登録されたものはこれによつて市町村の住民であること、住

所の所在その他の居住関係が公に証明され、その居住関係にもとづいて各種の選挙権、

住民税の納税義務その他各種の権利義務が生ずる。したがつてこの点において住民票は

権利義務に関する公正証書ということができるぱかりでなく、さらに住民票に記載され

る各人の氏名、出生の年月日、本籍などは戸籍の記載事項と対照され、これと一致すべ

きものであるから（法一六条参照）、これらの事項に関するかぎりにおいては住民票の

記載は戸籍の記載と同等の証明力を有するといわなければならない。しかも住民票の記

載が基礎となつて各種行政事務の処理、たとえば選挙人名簿の調製などがなされる二と

を考えれば、住民票の記載の公正を担保する必要は決して戸籍に劣るものではない。し

たがって虚偽の届出にもとづく住民票の記載に対して刑法第一五七条の適用があると解

すべきである。

2　住民登録法から住民基本台帳法への改正理由

　（住民台帳制度の合理化に関する答申（昭和41年3月18日）（抄〉）

現行法令のもとにおいては、住民登録、国民健康保険、国民年金、食糧配給、選挙、

住民税等各種の行政ごとに別々に住民に対して届出義務を課し、あるいは市町村におい

て住民の状態を調査し、これらに基づき各行政ごとに台帳を作成することとされている

ため、次のような種々の間題が指摘されている。

第一に、住民の市町村に対する届出に関する制度が重複し、かつ、不統一である。

　第二に、住民の台帳に関する制度について、次のような問題がある。

　市町村においては、住民登録、国民健康保険、国民年金、食糧配給等個々の行政ごと

に　届出または調査の結果に基づいて多数の台帳を調整することとされているが、この



ことは、布町村における事務処理を複雑にしているのみならず、一元的な住民の実態把

握を妨げている。すなわち、葡述のような住民の側の届出の不正確さが、各種の台帳間

にそごを生ずる原因となつていることはもとよりであるが、市町村の側における台帳整

理の面においても、各種の台帳間の統一を確保するためのしくみが効果的に行われてい

ない。現行の住民登録は、他の行政において十分に利用されておらず、各行政ごとにば

らばらに住民の実態について調査が行われていることが多く、一の調査において住民の

実態を把握した場合においても、それが池の台帳において利用されることは少ない。

　このような考え方に基づき、次のような基本方針のもとに、住民台帳制度の合理化を

図ることを適当と考える。

一　各種の台帳を統合し、あらたに住民基本台帳を設け、二れを各種行政の基本とす

　こと。

二　各種の届出を極力統合する二と。

三　住民基本台帳を各種行政の基本とするため、常時誤りを発見して、訂正するための

　措置を講ずるとともに、毎年定期に住民の実態の調査を実施すること。・

四　住民台帳に関する基本法を制定すること。

3　昭和60年法律第フ6号による改正において、法の目的規定にr住民に関する記録の

　適正な管理」という文言を加えた理由

　（r61年・改正住民基本台帳法の要点」（自治省行政局振興課編著）から抜粋）

　住民基本台帳制度は、住民に関する記録を正確かつ統一的に行う制度であるが、あわ

せて住民記録の保護等その適正な管理に努めることが必要であり、一定の措置が講じら

れてきたところである。しかしながら近年における社会一般のプライバシー意識の高揚

や情報化社会の進展等の社会情勢の変化に伴い、住民基本台帳の公開の制限等、より一

層の適正な管理を望む声が強まってきていたところであった。

　そこで、法の目的規定中に住民に関する記録の管理を適正に行う旨の文言を加えるこ

とにより、住民記録の適正な管理を図ることも、住民基本台帳制度の目的のひとっであ

ることを明確にしたものである。

　r住民に関する記録の適正な管理」とは、市町村において、当該市町村の住民に関す

る記録が適正に保護、管理されることをいうものであるが、具体的には、住民基本台帳

の作成・管理、住民記録の正確性の確保、各種届出の義務化等、従前から法に定められ

ている適正な管理のための所要の措置とともに、住民基本台帳の閲覧、住民票の写しの

交付等に係る合理的な制限、住民基本台帳の閲覧等の制度を利用する者の責務、市町村

選挙管理委員会等における住民記録の適正な取扱いの貴務等の今回の改正により新たに

付け加えられた事項を指すものである。
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資料9

住民基本台帳の一部の写しの閲覧制度に
　　　　関する調査結果（概要〉

1　対象団体　全国2，4QO市区町村（平成17年5月1日現在〉

2　閲覧請求に対する審査の取扱い

（1）審査等の取扱いについて条例を定めている団体が2．3％（55団体）、規則

　を定めている団体が1，7％（40団体）、要綱又は要領を定めている団体が
　31．6％（758団体〉

（2）閲覧日よりも前に請求内容の審査を行っている団体が58，6％、事前に予約
　を行わせている団体が33，8％。

（3）請求者に身分証明書等の提示を求めている団体が81，3％、事業者の場合に

　法人登記等の提示等を求めている団体が39，4％。

（4）目的外利用を行わないこと等の誓約書の提出を求めている団体が93，3％。

　調査等の内容のわかる資料の提示等を求めている団体が64．4％。調査等の成

　果物の提出を求めている団体が27，0％。プライバシーポリシー等の提示等を

　求めている団体が33，0％。

（5）閲覧により請求者が取得した個人情報について、コピーなどσ）控えを取っ

　て確認を行っている団体がフ8，3％。目視により確認を行っている団体が13．4

　％。

3　閲覧用リストの作成方法等

住所順（26，5％）、世帯順（25，6％）、氏名順（9，5％〉、その他（35，2％）。

　コンピュータの端末で閲覧を行わせている団体が21団体。

　世論調査等請求の目的に応じて必要な範囲のリストを別途作成し．て閲覧に供

している団体が22，5％。

4　閲覧の請求件数等

（1）平成16年度の閲覧の請求件数（閲覧の請求書によりカウント）1，508，799件。

（2）請求者別内訳
　　公務員　　　　115％　、公的機関　6，0％

　　報道機関　　　　06％　、学術団体　0，8％

　　市場調査会社　10，3％　、ダイレクトメール業者等　62，2％　等

（3）請求事由別内訳（行政目的等を除く）

　　世論調査　8，1％、学術調査　0，7％
　　市場調査　11，3％、ダイレクトメールその他の営業活動　69．9％　等



住民基本台帳の一部の写しの閲覧・請求者別内訳

無回答等、不明分
　　　7，0％

　ja以外の個人
　　　11％

la本麟鴉吻
　　　α1％

lb轡洋弁護圭辱　i
　　　　　　　l　o1％　l

　　　　　　　　　d公的機関

　　　　　　　　　　60％

　　　　．e報道機関
　　　　　　0，6％

　　　　　　f学術団体（～学会
　　　　　　　　　など）

　　　　　　　　　O，8％

　　　　　　9市場調査会社
　　　　　　　　　103％

hダイレクトメール

　　業者
　　30，7％

合言十言青求イ牛数＝1，451，277

住民基本台帳の一部の写しの閲覧・請求事由別内訳

無酪都明分

　　　　　　　　oその1

　　　　　　　　　65％

（行政目的等を除く）

　　　　　　　　　k世論調査

・　　1a1％F学術調査
　　　　　　　　　　　　　　　　oフ％

m市場言周査

　113％

nダィレクトメール

の発送その他営業
　　　活動

　　699％

合計請求件数＝1、217、｛71


